
男女共同参画学協会連絡会 第五回大規模アンケート（科学技術系専門職の男

女共同参画実態調査）日本農芸化学会会員分の解析報告書 

 
 
2021 年 10 月 20 日～11 月 30 日に男女共同参画学協会連絡会により 第 5 回大規模アンケ

ート（科学技術系専門職の男女共同参画実態調査） 
(https://www.djrenrakukai.org/doc_pdf/2022/5th_enq/5th_enq_report.pdf)が実施され、農

芸化学会員からは 1041 件（全会員 10.5％）の回答があった。日本農芸化学会ダイバーシテ

ィー推進委員会は、この農芸化学会会員の回答データを男女共同参画学協会連絡会から借

用し、解析の上、本報告書を作成した。なお、複数回答の場合は、全回答数に占める割合を

示し、特筆すべき自由記載欄の回答に関しては、記載者の主旨を踏まえつつ、必要な範囲で

修正・要約を施した。 
 
1. 基礎データ 
・回答者 
女性比率は 27.6％であり (図 1)、回答者の 69.3％が大学・高専などの教育機関に所属し

ており、企業に所属している回答者数は 15.1％であった (図 2)。性別ごとの内訳では、大

きな差異は見られなかったが、国立大学所属の割合が男性では比較的高かった (図 3)。ま

た、職種は 86.0％が研究・教育職であり (図 4)、女性の場合、技術専門職に比べて研究・教

育職の割合がやや高かった (図 5)。また、回答者の年代層は男女間でやや違いがみられ、男

性は 55~60 歳未満、女性では 40 歳〜45 歳未満の回答者の割合がやや高かった(図 6)。な

お、性別に関して回答者のおよそ 0.7%が「答えたくない」を選択した (図 1)。 

 
図 1. 回答者の性別 
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図 2. 回答者の 2021 年時点の所属 

 

図 3. 回答者の 2021 年時点の所属 (性別ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す。 

 

 
図 4. 回答者の 2021 年時点の職種 
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図 5. 回答者の 2021 年時点の職種 (性別ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す 

 

 

図 6. 回答者の 2021 年 4 月 1 日における年齢  (性別ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す。 

 

・ 年収 
男女ともに 400 万円から 1000 万円の範囲が全体の 6 割以上を占める一方で、1000 万円

以上の年収者の割合が、男性では 3 割近くに対し、女性では 16.7%であった (図 7)。 

 
図 7. 回答者の 2021 年時点の年収 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
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・ 役職と昇進 
回答された職位に関して、25 歳から 65 歳未満の範囲で、性別に限らずどの機関におい

ても、職階が年齢に応じて上昇する傾向が見られたものの、年齢に応じた昇進スピードは概

ね男性が女性を上回っており、特に大学機関における教授・執行部層の割合においてその傾

向が顕著に確認された (図 8-10)。 

 

図 8. 回答者の 2021 年時点の役職名 (企業) (性別・年代ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す。 

 

図 9. 回答者の 2021 年時点の役職名 (大学機関) (性別・年代ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す。 
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図 10. 回答者の 2021 年時点の役職名 (研究機関) (性別・年代ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
 
2. 仕事 
・雇用形態 
 雇用形態に関して、女性の任期付き職についている人の割合が男性の全体の任期付き職

についている人の割合をわずかに上回ったものの、大きな差異は見られなかった (図 11)。
一方で、年代による任期付き職についている人の割合の変化は非常に顕著であり、性別を問

わず 40 歳未満、60 歳以上において、年代による任期付き職についている人の割合が高いこ

とが明瞭に確認された (図 12)。また、任期・契約期間付きの職従事者の任期・契約期間お

よび累積就職期間について、男女間で大きな違いは見られなかったものの (図 13、14)、再
任可の職に従事している割合は男性においてやや高かった (図 15)。 

 
図 11. 回答者の 2021 年時点の雇用形態 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
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図 12. 回答者の 2021 年時点の雇用形態 (性別・年代ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 13. 任期・契約期間付きの職従事者の 2021 年時点の任期・契約期間 

 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 14. 任期・契約期間付きの職従事者の任期・契約期間付きの累計就職期間 

 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
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図 15. 任期・契約期間付きの職従事者の再任の可否 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
 
・転職・異動・離職 
転職および異動に関して、「転職・異動・離職の経験なし」の割合は、その他の選択項目

の総計よりも性別、年代を問わず低かったことから、多くの回答者が何らかの形で転職・異

動・離職を経験していることが示唆された (図 16)。一方で、40 歳未満以外の年代層におい

て、離職経験は女性に多く、とりわけ 50 代において性別間の顕著な違いが見られた。転職・

異動・離職の理由は、比較的前向きな理由(「キャリアアップ」、「研究テーマを含む職務内

容」、「収入増」)が全年代にわたって比較的大きな割合を占めた (図 17)。他方で、全体の回

答に対する割合は低いものの、性別間の差が顕著だった項目として、「家族の転勤」、「結婚」、

「育児」などが挙げられる。とりわけ、50 代においてその傾向が顕著であった。また、興

味深いことに、「所属機関への不満」が全体の回答に対して最も低い割合を示したのは 40 代

未満の女性であった。 

 
図 16. 回答者の転職・異動・離職の経験の有無 (性別・年代ごとの内訳) (複数回答可) 
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図 17. 回答者の転職・異動・離職の理由 (性別・年代ごとの内訳) (複数回答可) 

 
・勤務時間 
回答者の職における雇用契約上の労働時間制度、勤務形態に関して、労働時間制の比率が

女性においてやや高かったが、勤務形態は、性別間で大きな差異は見られなかった (図 18、
19)。1週間当たりの勤務時間 60 時間以上の割合は、男性において 27.3%、女性では 20.7%
と明瞭な差が見られた (図 20)。その一方で、総数は 6 名と少ないものの、60 歳以上の女性

層における 1 週間当たりの勤務時間 60 時間以上の割合は 33.3%であり、同年代の男性層 
(6.9%)よりも高かった (図 21)。 

 
図 18. 回答者の労働時間制度 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
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図 19. 回答者の 2021年時点の勤務形態 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 20. 回答者の 1 週間当たりの職場での勤務時間 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
 

 

図 21. 回答者の 1 週間当たりの職場での勤務時間 (性別・年代ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
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・希望する職種 
研究・開発希望が大半を占め、とりわけ大学・研究機関での研究職ポストを希望する人が

多い傾向が見られた (図 22)。年代別に見ると、40 歳未満の女性層では企業等での研究・開

発への従事希望の割合が比較的高く、60 歳以上の男性層では他の層に比べてより多様な職

種を希望している傾向が見られた (図 23)。 

 
図 22. 回答者が将来就きたい職種 (性別ごとの内訳) (複数回答可) 

 

図 23. 回答者が将来就きたい職種 (性別・年代ごとの内訳) (複数回答可) 

 
・海外での研究活動 
 性別、年代に関わらず、海外での研究活動経験に対して好意的な印象を持っていることが

確認された (図 24)。しかしながら、海外での研究活動を「非常にプラス」と考える割合は

若年層ほど低くなる傾向が明瞭に見られた。また、半年以上の海外での研究活動経験は、年

代が高くなるにしたがって上昇する傾向が見られたが、どの年代層においても男性に比べ

て女性のほうがその比率が低かった (図 25)。40 歳未満では男性 21.1%に対し女性 9.3％、

40 代では男性 39.9%に対し女性 24.7%、50 代では男性 49.6%に対し女性 30.0%であり、性
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別による顕著な差が確認された。 

 

図 24. 海外での研究活動・勤務のキャリア形成への影響の印象  

(性別・年代ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
 

 

図 25. 半年以上の海外での研究活動・勤務の経験の有無 (性別・年代ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
 
・任期付き研究員制度とキャリア形成 
 任期付き研究員制度の利点と問題点について、「ワークライフバランスを取りやすい」「転

職や再就職が容易」と考える女性・性別非回答者の割合が男性よりも高い以外、性別間で大

きな差異は見られなかった (図 26、27)。しかしながら、「任期・契約付きの職」と「任期・

契約期間のない職」の二層で比較した場合、任期付き研究員制度の問題点については任期の

有無による大きな違いは見られなかったものの、利点において、任期・契約期間のない職従

事者に比べて任期・契約付き職従事者では「利点はない」と答えた割合が高く、従事する職

の任期の有無による任期付き研究員制度への捉え方の違いが見られた (図 28、29)。また、

自由記載に関して、利点・問題点ともに多くの意見が寄せられ、任期付き研究員制度の利点
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50代男性 (262)

50代女性 (80)

40代男性 (218)

40代女性 (93)

40歳未満男性 (123)

40歳未満女性 (75)

ある(その間,自国にポストあり) ある(その間,自国にポストなし) なし



については、機関内の学務業務がない、問題点については、任期切れによって解雇される可

能性がある、研究業務に集中することができない、などの主旨の意見も見られた。一方で、

任期付き研究員後のキャリアパス確保に必要なものに関しては、性別、年代、任期の有無に

関わらず、類似した傾向が見られ、「大学・研究機関等で独立した研究を行う常勤職の拡充」

および「独立しなくとも研究を継続できる常勤職種の確立」が優先的に選択された。このこ

とから、常勤職の確保がキャリア形成に重要という認識が様々な層において幅広く共有さ

れていることが示唆された (図 30、31)。 

 

図 26. 任期付き研究員制度の利点について (性別ごとの内訳) (複数回答可) 

 
図 27. 任期付き研究員制度の問題点について (性別ごとの内訳) (複数回答可) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

研究に専念できる 新たな研究分野やテーマに取り組む機会となる

チームの一員として大型プロジェクトに取り組める 転職や再就職が容易

ワークライフバランスを取り易い 利点はない

わからない その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

任期・契約期間が研究費に左右されるため生涯設計を立てにくい

任期・契約期間が定められているため,大きなテーマや一貫したテーマに取り組めない

任期付き研究員後のポジションが少ない

年齢制限がある

給与が低い

雇用形式により給与の格差が大きい

社会保障上の不利益を被る

育児休業しにくい

単身赴任を余儀なくされる

ハラスメントがある

問題点はない

わからない

その他



 
図 28. 任期付き研究員制度の利点について (任期の有無) (複数回答可) 

 
図 29. 任期付き研究員制度の問題点について (任期の有無) (複数回答可) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

任期・契約期間付きの職

任期・契約期間のない職

研究に専念できる 新たな研究分野やテーマに取り組む機会となる

チームの一員として大型プロジェクトに取り組める 転職や再就職が容易

ワークライフバランスを取り易い 利点はない

わからない その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

任期・契約期間付きの職

任期・契約期間のない職

任期・契約期間が研究費に左右されるため生涯設計を立てにくい

任期・契約期間が定められているため,大きなテーマや一貫したテーマに取り組めない

任期付き研究員後のポジションが少ない

年齢制限がある

給与が低い

雇用形式により給与の格差が大きい

社会保障上の不利益を被る

育児休業しにくい

単身赴任を余儀なくされる

ハラスメントがある

問題点はない

わからない

その他



 
図 30. 任期付き研究員後のキャリアパス確保に必要と思われること  

(性別・年代ごとの内訳) (複数回答可) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性

60歳以上女性

50代男性

50代女性

40代男性

40代女性

40歳未満男性

40歳未満女性

大学・研究機関等で独立した研究を行う常勤職の拡充

独立しなくとも研究を継続できる常勤職種の確立

任期付き研究員の年齢制限の撤廃

大学・研究機関等の採用時の年齢制限の撤廃

異業種(企業・行政等)との交流機会の提供

科学技術行政に関わる専門職の拡充

特別免許制度を利用した中学・高校教員の採用

研究をサポートするリサーチアドミニストレーター職(サイエンスコミュニケーター等)の創設・拡充

起業を支援する制度の拡充

大学院における科学と社会(政策・経済・倫理等)に関する教育

大学・研究機関等にキャリアセンターを設置・拡充

キャリア形成に必要な活動(雇用されたプロジェクト関係以外の学会・研修等への参加等)への支援

わからない

その他



 
図 31. 任期付き研究員後のキャリアパス確保に必要と思われること (任期の有無)  

(複数回答可) 

 
3. 仕事と家庭 
・配偶者 
 配偶者の有無について、女性の「あり」の比率は 64.4%であり、男性の比率 (83.8%) に
対して低いことが確認された (図 32)。男性回答者の配偶者またはパートナーの職種は、専

業主婦の比率が非常に高いものの、その比率は年代による差が顕著であり、60 歳以上では

62.5%であるのに対し、40 歳未満の場合は 17.2%にとどまった (図 33)。女性の場合、すべ

ての年齢層において、専業主夫の配偶者は 10%未満であった。また、女性回答者の配偶者

は、企業もしくは大学の研究技術職の割合が多い傾向が見られたものの、40 歳未満の女性

層では研究技術職以外の企業勤務が比較的高い割合を示した。 
 配偶者またはパートナーの職の任期期間の有無に関して、すべての年代層において、配偶

者は任期・契約期間がある職に就いている割合は女性よりも男性の方が高いことが確認さ

れた (図 34)。とりわけ、50 代においては、男性の配偶者の場合 45.7%が任期・契約期間が

ある職に対し、女性の配偶者のそれはわずか 10.4%と非常に明瞭な差が見られた。 
 配偶者との別居について、自身か配偶者またはパートナーの職の都合による別居経験が

あると回答した割合は男性が 26.3%に対し、女性はおよそ 50%と非常に高い割合を示した 
(図 35)。一方で、別居経験者のうち、自身か相手の異動・転職を検討したものの別居解消に

は至らなかった割合は、女性よりも男性がやや高かった (図 36)。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

任期・契約期間付きの職

任期・契約期間のない職

大学・研究機関等で独立した研究を行う常勤職の拡充

独立しなくとも研究を継続できる常勤職種の確立

任期付き研究員の年齢制限の撤廃

大学・研究機関等の採用時の年齢制限の撤廃

異業種(企業・行政等)との交流機会の提供

科学技術行政に関わる専門職の拡充

特別免許制度を利用した中学・高校教員の採用

研究をサポートするリサーチアドミニストレーター職(サイエンスコミュニケーター等)の創設・拡充

起業を支援する制度の拡充

大学院における科学と社会(政策・経済・倫理等)に関する教育

大学・研究機関等にキャリアセンターを設置・拡充

キャリア形成に必要な活動(雇用されたプロジェクト関係以外の学会・研修等への参加等)への支援

わからない

その他



 
図 32. 配偶者またはパートナーの有無 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 33. 配偶者またはパートナーの職種 (性別・年代ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 34. 配偶者またはパートナーの職の任期・契約期間付の有無 (性別・年代ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない (7)

女性 (275)

男性 (723)

あり なし

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (112)

60歳以上女性 (20)

50代男性 (238)

50代女性 (53)

40代男性 (191)

40代女性 (63)

40歳未満男性 (64)

40歳未満女性 (41)

専業主婦・主夫 企業(研究技術職) 企業(研究技術職以外)

大学・研究機関等(研究技術職) 大学・研究機関等(研究技術職以外) 公務員

自営業 学生 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (41)

60歳以上女性 (19)

50代男性 (129)

50代女性 (48)

40代男性 (114)

40代女性 (60)

40歳未満男性 (50)

40歳未満女性 (39)

任期・契約期間付きの職(特任・非常勤・任期付き研究員・契約社員・派遣等を含む) 任期・契約期間のない職(正社員・自営業を含む)



 
図 35. 自身か配偶者またはパートナーの職の都合による別居経験の有無  

(性別ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す。 

 

図 36. 別居の境遇に際して自身か配偶者または 

                  パートナーの異動・転職検討の有無 (性別ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
・子供の人数 
子どもの人数については、女性の過半数 (52.4%) は子供がおらず、子供がいる人もその

人数は 1 人が最も多かった (図 37、38)。一方で、7 割以上の男性は子供がおり、子どもが

いる場合その人数は 2 人が最も多かった。生涯にもつ理想の子どもの人数は性別に限らず

2 人が最も多かったものの、子供を持たないことが理想と考える女性が 15.0%と比較的高か

った (図 39)。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない (4)

女性 (177)

男性 (605)

あり なし

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない (2)

女性 (88)

男性 (156)

検討した結果別居が解消した 検討したが別居は解消しなかった 検討しなかった



 
図 37. 子供の有無 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 38. 子供の人数 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
 

  
図 39. 理想の子供の人数 (性別ごとの内訳) 

   括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
・保育と育児休業 
未就学児の保育担当に関して、40 歳未満と 40 代の男性では総回答数のうちの過半数、

50 代以上では 6 割以上が「配偶者またはパートナーが担当」と回答した (図 40)。また、

「保育園等」または「あなた自身」と回答した割合は、すべての年代層において女性のほう

が高かった。小学校時および出張時の育児担当においても同様の傾向が見られ、すべての年

代層において「配偶者またはパートナーが担当」と回答した割合は男性のほうが高かった 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない (7)

女性 (275)

男性 (720)

子どもあり 子どもなし

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない (3)

女性 (123)

男性 (463)

子供の人数 (人)

1 2 3 4 5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない (7)

女性 (260)

男性 (697)

理想の子供の人数 (人)

0 1 2 3 4 5 6人以上



(図 41、42)。また、出張時の育児担当の自由記載に関して、出張を日帰りに制限している、

出張先が遠方の場合は学会参加を控える、などの意見が寄せられた。 
育児休業の自身の取得状況に関して、すべての年代層において女性は男性に比べて高い

割合を示した (図 43)。一方で、育児休業を取得する男性が若年層で増加傾向にあることが

見てとれた。配偶者またはパートナーの育児休業に関しても、女性自身が育児休業を取る傾

向が明瞭に見られた (図 44)。また、「休業したが希望通りではなかった」または「休業しな

かった」理由に関して、40 歳未満および 40 代において「休業できる職場環境ではなかっ

た」を挙げる割合が高い傾向が見られた (図 45)。とりわけ、40 歳未満の男性と 40 代男性

の場合、「休業できる職場環境ではなかった」の選択数は、「休業する必要がなかった」の選

択数とほぼ同数であった。自由記載には、経済的な問題に関する意見のほか、キャリア形成

に不利になると考えた、指導学生に不利益が生じると考えた、などの主旨の意見も含まれて

いた。配偶者またはパートナーが「休業したが希望通りではなかった」または「休業しなか

った」理由では、男性は「休業する必要がなかった」を選択する総回答数に対する割合が高

かったのに対し、女性の場合は、「休業したくなかった」「休業できる環境ではなかった」を

優先的に選択する傾向が見られた (図 46)。 

 
図 40. 未就学児の育児担当 (性別・年代ごとの内訳) (複数回答可) 

  括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 41. 小学校時の放課後の育児担当 (性別・年代ごとの内訳) (複数回答可) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性

60歳以上女性

50代男性

50代女性

40代男性

40代女性

40歳未満男性

40歳未満女性

あなた自身 配偶者またはパートナー 同居親族 非同居の親族・知人 保育園等 ベビーシッター等 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性

60歳以上女性

50代男性

50代女性

40代男性

40代女性

40歳未満男性

40歳未満女性

該当しない あなた自身 配偶者またはパートナー 同居親族 非同居の親族・知人

学童保育等 シッター等 塾・習い事等 子どもだけで留守番 その他



 
図 42. 出張時の育児担当 (性別・年代ごとの内訳) (複数回答可) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

 

図 43. 育児休業の取得状況 (性別・年代ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す。 

 

図 44. 配偶者またはパートナーの育児休業の取得状況 (性別・年代ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性

60歳以上女性

50代男性

50代女性

40代男性

40代女性

40歳未満男性

40歳未満女性

あなた自身 配偶者またはパートナー 同居親族 非同居の親族・知人 自分で依頼したベビーシッター 学会の保育サービス その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (108)

60歳以上女性 (15)

50代男性 (209)

50代女性 (46)

40代男性 (168)

40代女性 (47)

40歳未満男性 (38)

40歳未満女性 (23)

希望通りに休業した 休業したが希望通りではなかった 休業しなかった その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (108)

60歳以上女性 (15)

50代男性 (209)

50代女性 (46)

40代男性 (167)

40代女性 (47)

40歳未満男性 (37)

40歳未満女性 (23)

希望通りに休業した 休業したが希望通りではなかった 休業しなかった その他



 

図 45.「休業したが希望通りではなかった」または「休業しなかった」理由  

(性別・年代ごとの内訳) (複数回答可) 

 

図 46. 配偶者またはパートナーが「休業したが希望通りではなかった」または「休業し

なかった」理由 (性別・年代ごとの内訳) (複数回答可) 

 

・介護 
 介護・看護の必要な家族があると回答した比率は全年代層において女性が高かった (図
47)。また、その比率は年代が上がるに従って増加傾向にあり、60 歳以上の女性の過半数が

介護・看護の必要な家族がいると回答した。また、介護休業制度の認知に関して、全ての年

代において、男性よりも女性の方が「はい」の選択率が高かった (図 48)。職場における介

護休業制度の認知は、全体として性別や年代で多少の差異があるものの 50％-70%前後であ

った (図 49)。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性

60歳以上女性

50代男性

50代女性

40代男性

40代女性

40歳未満男性

40歳未満女性

休業する必要がなかった 休業したくなかった

休業できる家庭環境ではなかった 休業できる職場環境ではなかった

休業制度がなかった 休業制度はあったが任期が足りず対象にならなかった

希望通りに保育園等に入れなかった その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性

60歳以上女性

50代男性

50代女性

40代男性

40代女性

40歳未満男性

40歳未満女性

休業する必要がなかった 休業したくなかった

休業できる家庭環境ではなかった 休業できる職場環境ではなかった

休業制度がなかった 休業制度はあったが任期が足りず対象にならなかった

希望通りに保育園等に入れなかった その他



 

図 47. 看護・介護が必要な人の有無 (性別・年代ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 48. 介護休業・介護休暇制度の認知に関して (性別・年代ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

 

図 49. 自身あるいは配偶者またはパートナーの職場における 

介護休業・介護休暇制度の有無 (性別・年代ごとの内訳) 
括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
・仕事と家庭の両立 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (117)

60歳以上女性 (29)

50代男性 (261)

50代女性 (79)

40代男性 (215)

40代女性 (92)

40歳未満男性 (121)

40歳未満女性 (74)

はい いいえ
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60歳以上男性 (116)

60歳以上女性 (29)

50代男性 (262)

50代女性 (79)

40代男性 (216)

40代女性 (92)

40歳未満男性 (121)

40歳未満女性 (74)

はい いいえ わからない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (75)

60歳以上女性 (24)

50代男性 (184)

50代女性 (72)

40代男性 (115)

40代女性 (69)

40歳未満男性 (47)

40歳未満女性 (40)

はい いいえ わからない



 「意識改革」では、性別間で大きな違いは見られず、「職場の雰囲気」が必要と回答した

割合が全体的にやや高かった (図 50)。「制度改革」においても、性別間で大きな違いは見ら

れず、「多様な休暇・休業制度」と回答した割合がやや高かった (図 51)。「制度改革」に関

する自由記載では、様々な意見が寄せられ、その中には業務の効率化、休日や夜間の業務の

撤廃や会議の遠隔化などの意見も見られた。「経済支援」では、「育児・介護」への経済支援

が必要と回答した割合が最も高かったが、女性では「遠距離介護への経済支援」が必要と回

答した割合が相対的に高かった (図 52)。「施設・サービスの改善」では、性別に限らず「保

育施設・サービスの拡充」が必要と回答した割合が最も高かった (図 53)。また、「施設・サ

ービスの改善」に関する自由記載では、職場における保育、学童施設設置の要望に関する意

見も寄せられた。 

 
図 50. 仕事と育児、介護との両立に必要なこと【意識改革】 (性別ごとの内訳) 

 (複数回答可) 

 
図 51. 仕事と育児、介護との両立に必要なこと【制度改革】 (性別ごとの内訳) 

 (複数回答可) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

仕事中心の考え方を変える 男女役割分担の意識を変える 職場の雰囲気 上司の理解 育児・介護サービス提供者との信頼関係 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

労働時間の短縮 業務サポート 多様な休暇・休業制度

休業中の代替要員 休業中に自宅で仕事を継続できる仕組み ワークシェアリング

勤務時間の弾力化 任期制度など雇用形態の改善 在宅勤務制度

多様な働き方(多様なキャリアパス) その他



 
図 52. 仕事と育児、介護との両立に必要なこと【経済支援】 (性別ごとの内訳) 

 (複数回答可) 

 

図 53. 仕事と育児、介護との両立に必要なこと【施設・サービスの改善】 

(複数回答可) 
 

・研究・開発に必要な環境 
研究開発を進めるのに必要な環境への回答の傾向は性別間で大きな差は見られなかった

ず、男女ともに「研究・開発費」の回答数が最も多かった (図 54)。また、任期・契約期間

付きの職の従事者の場合、「上司の理解」「上司等の指導」の割合が、任期・契約期間のない

場合に比べて相対的に高かった (図 55)。また、自由記載では、研究費の増強や研究に集中

できる時間の確保に関する意見も多数寄せられた。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

育児・介護への経済支援 休業者の勤務先への公的補助 遠距離介護への経済支援(介護手当や交通機関の割引など) その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

保育施設・サービスの拡充 病児保育 学童保育の拡充

介護施設・サービス(在宅を含む)の拡充 ファミリーサポートの拡充 わからない

その他



 
図 54. 研究・開発を進める上で必要なこと (性別ごとの内訳) (複数回答可) 

 

図 55. 研究・開発を進める上で必要なこと (任期の有無) (複数回答可) 
 

4. 男女共同参画 
・研究職の女性比率 
研究職・技術職において女性比率が低い理由として性別に限らずに最も多く選択された

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

該当しない 研究・開発時間

研究・開発支援者 研究・開発費(整備含む)

共同研究者 研究・開発の自由度

事務・雑用の効率化や分業 成果の発表の機会

上司の理解 経営者の理解

テーマに長く取り組める環境 研究グループ内での意思統一・コミュニケーション

業績や能力の適切な評価 上司等からの指導

学生等を教育する機会 周囲の期待

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

任期・契約期間付きの職

任期・契約期間のない職

該当しない 研究・開発時間

研究・開発支援者 研究・開発費(整備含む)

共同研究者 研究・開発の自由度

事務・雑用の効率化や分業 成果の発表の機会

上司の理解 経営者の理解

テーマに長く取り組める環境 研究グループ内での意思統一・コミュニケーション

業績や能力の適切な評価 上司等からの指導

学生等を教育する機会 周囲の期待

その他



要因は、「家庭と仕事の両立が困難」であったが、その他様々な理由も同程度の割合で選択

された (図 56)。総回答数に占める割合が少ないものの、男女の差が顕著だったのは「男性

的女性を求められる」、「評価者に男性を優先する意識がある」、「男女の能力の差」、「男女の

適性の差」、「役職につきにくい」などであった。 
指導的地位の女性比率が低い理由も、「家庭と仕事の両立が困難」であった (図 57)。男女

の差が顕著だったのは「研究費の年齢制限」、「評価者に男性を優先する意識がある」、「男女

に能力・適性の差がある」、「女性の業績が不十分」、「上司として女性が望まれない」などで

あった。また、研究職・技術職において女性比率が低い理由、指導的地位の女性比率が低い

理由における自由記載では、様々な意見が寄せられた。その中には理系の女子学生の数の少

なさについて言及するコメントが比較的多く見られた。 
女性比率が低い現状改善のために必要な措置に関して、男女では「積極的採用」、「業績評

価におけるライフイベント等の考慮」の総回答数に占める割合が高かった (図 58)。男女の

差が顕著だったのは「研究費申請の年齢制限の緩和」であった。自由記載には、様々な意見

が寄せられ、より働きやすい環境整備や若年層の希望者増加のための仕組み作り等に関す

る建設的な意見が寄せられた一方で、女性限定の措置に対する否定的な意見も一定数見ら

れた。 

 
図 56.研究職・技術職において女性比率が低い理由 (性別ごとの内訳) (複数回答可) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

教育環境 家庭環境

職場環境 社会の偏見

男性的女性を求められる 男女の社会的分業

ロールモデルが少ない 男性に比べて採用が少ない

採用時の業績評価において育児・介護等に対する配慮がない 評価者に男性を優先する意識がある

男女の能力の差 男女の適性の差

男性の比率が高い 研究職・技術職のイメージがわかない

研究職・技術職のイメージがよくない 将来像が不透明

男性に比べて給料が少ない 労働時間が長い

役職につきにくい クロスアポイントメント制度

家庭(家事・育児・介護)と仕事の両立が困難 育児・介護期間後の復帰が困難

学生時代の情報不足 その他



 

図 57.研究職・技術職において指導的地位の女性比率が低い理由 (性別ごとの内訳) 
 (複数回答可) 

 
 

 
図 58.研究職・技術職において女性比率が低い現状改善のために 

必要な措置 (性別ごとの内訳) (複数回答可) 
 
・新たな施策の認知度 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

家庭との両立が困難 女性に中途離職や休職が多い

女性は男性より昇進を望まない ロールモデルが少ない

採用・昇進時の業績評価において育児・介護等に対する配慮がない 研究費の年齢制限

評価者に男性を優先する意識がある 横並び意識・同調圧力

男女に能力・適性の差がある 女性の業績が不十分

上司として女性が望まれない 現在指導的地位にある世代の女性比率が低い

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

積極的採用 管理職への登用

昇進・昇給の促進 研究・開発費の増加

研究支援者の配置 業績評価におけるライフイベント等の考慮

研究費申請の年齢制限の緩和 研究・本業以外の業務負担軽減

国内外留学の機会提供 学会におけるシンポジスト・議長・オーガナイザー等の機会増加

女性に限定した賞の設立など受賞の機会増加 リーダー養成研修等の機会提供

クロスアポイントメント制度 「ジェンダー平等施策」

その他



 「女性活躍推進法」「第６期科学技術・イノベーション基本計画」「第５次男女共同参画基

本計画」「卓越研究員事業」「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」の認知度に関し

て、女性では「女性活躍推進法」「第５次男女共同参画基本計画」の認知の割合が相対的に

高く、男性では「第６期科学技術・イノベーション基本計画」「卓越研究員事業」の認知の

割合が相対的に高かった (図 59)。 

 
図 59.法律および策定された基本計画と関連事業の認知度 (性別ごとの内訳)  

(複数回答可) 
 

・数値目標の認知度と意義 
女性研究者新規採用の数値目標について、男性の 47.3％、女性の 42.4％が「知らない」

と回答した (図 60)。数値目標を設定した取り組みに対する評価は、男性では「あまり意義

がない」「弊害がある」の否定的意見が比較的多かった（38.0％）のに対し、女性は、「有意

義である」「拡大・推進するべきである」を合わせた肯定的意見が 53.4%であった (図 61)。
この結果を性別・年代別で見た場合、60 歳以上の女性層において肯定的意見の割合が最も

高く (78.6%)、40 歳未満男性層において否定的意見の割合が最も高かった (49.2%) (図 62)。 

 
図 60.女性研究者の新規採用数値目標の認知度 (性別ごとの内訳) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

女性活躍推進法(平成２８年４月１日施行)

第６期科学技術・イノベーション基本計画(令和３年３月２６日閣議決定)

第５次男女共同参画基本計画(令和２年１２月２５日閣議決定)

卓越研究員事業(平成２８年３月策定)

研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ(令和２年１月策定)

どれも知らない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない (6)

女性 (271)

男性 (711)

よく知っている ある程度知っている 知らない



括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 61. 数値目標を設定した取り組みに対する評価 (性別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 62. 数値目標を設定した取り組みに対する評価 (性別・年代ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
 

・男女共同参画の促進 
男女共同参画の促進の実感は、所属機関、所属学会、社会全体、いずれも全年代層におい

て男性の方が女性に比べて「少しずつ進んでいる」とした割合がやや高い傾向が見られた 
(図 63-65)。とりわけ、「社会全体における男女共同参画の促進の実感」においてその傾向が

顕著であった (図 65)。一方、「近辺での女性研究者技術者の処遇改善の実感」では、40 歳

未満の年代層において、「少しずつ進んでいる」と回答した女性の比率が男性よりもわずか

に上回った (男性 40.8% 女性 41.7%) (図 66)。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない (6)

女性 (268)

男性 (710)

有意義である 拡大・推進するべきである 改善するべき点がある あまり意義がない 弊害がある わからない その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (116)

60歳以上女性 (28)

50代男性 (261)

50代女性 (77)

40代男性 (213)

40代女性 (90)

40歳未満男性 (120)

40歳未満女性 (73)

有意義である 拡大・推進するべきである 改善するべき点がある あまり意義がない 弊害がある わからない その他



 
図 63. 所属機関における男女共同参画の促進の実感 (性別・年代別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
 

 
図 64. 所属学会における男女共同参画の促進の実感 (性別・年代別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

 
図 65. 社会全体における男女共同参画の促進の実感 (性別・年代別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (116)

60歳以上女性 (28)

50代男性 (259)

50代女性 (78)

40代男性 (215)

40代女性 (91)

40歳未満男性 (120)

40歳未満女性 (73)

少しずつ進んでいる ほとんど変わらない 後退している わからない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (116)

60歳以上女性 (28)

50代男性 (259)

50代女性 (78)

40代男性 (213)

40代女性 (91)

40歳未満男性 (120)

40歳未満女性 (72)

少しずつ進んでいる ほとんど変わらない 後退している わからない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (116)

60歳以上女性 (28)

50代男性 (258)

50代女性 (77)

40代男性 (214)

40代女性 (89)

40歳未満男性 (120)

40歳未満女性 (72)

少しずつ進んでいる ほとんど変わらない 後退している わからない



 
図 66. 近辺での女性研究者技術者の処遇改善の実感 (性別・年代別ごとの内訳) 

括弧内の数字は回答者数を示す。 
 

・男女共同参画に今後必要なこと 
男女共同参画推進に必要なこととして多く挙げられたのは、男女ともに「女性の意識改革」

「男性の意識改革」「無意識のバイアスの克服」を合わせた「意識改革」であった(図 67)。
「男性の家事・育児への参加の増大」も男女において比較的高い割合を示した。また、性別

を問わず「職場環境整備」「育児・介護支援策等の拡充」を選択した回答者の割合が比較的

高かった。自由記載では、社会における意識改革、研究職の魅力、などを含む多様なテーマ

に関する提案が多く寄せられた。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上男性 (115)

60歳以上女性 (28)

50代男性 (257)

50代女性 (77)

40代男性 (215)

40代女性 (91)

40歳未満男性 (120)

40歳未満女性 (72)

少しずつ進んでいる ほとんど変わらない 後退している わからない



 

図 67. 男女共同参画社会の推進のために今後必要と思われること (性別ごとの内訳) 
 (複数回答可) 

 
5. 総括 
今回の大規模アンケート調査により、日本農芸化学会会員の間で女性の社会進出が着実

に進んでいることが確認された（図 8-10、図 63-66）。しかしながら、子どもの有無や数に

関するアンケートの結果（図 37、38）から、女性が社会進出を果たす中で、育児と仕事の

バランスを取ることが難しい状況も浮き彫りになった。この点は、研究職・技術者における

女性および指導的地位の女性比率が低い第一の理由として「家庭と仕事の両立が困難」が男

女ともに選択された結果からも窺える (図 56、57)。 
これに対し、任期付き研究員制度をワークライフバランスやキャリア変更の観点から肯

定的に捉える女性が男性に比べて比較的多い（図 26）こと、任期・契約期間付きの職に就

く女性の割合が 40 歳未満の層において 5 割を超えること（図 12）から、多くの女性が仕事

と私生活のバランスを保つため、働き方の柔軟性を重視していることが示唆された。ただし、

このような回答傾向から、本学会に所属する女性が研究分野における任期・契約期間付きの

職や柔軟な働き方を受け入れざるを得ない状況に追い込まれている、という解釈も可能で

ある点を考慮する必要がある。これら二つの観点は、女性が研究分野におけるキャリア形成

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

答えたくない

女性

男性

女性の意識改革 男性の意識改革

無意識のバイアスの克服(排除) 男性の家事・育児への参加の増大
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の過程で直面している多面的かつ複雑な現状・課題を窺わせるものである。上述のいずれの

解釈も、日本農芸化学会会員の女性の社会進出に関する議論において重要な意見であると

考えられる。 
このような現状の緩和、改善のために、男女共同参画を促進する様々な施策に基づく助成

制度の活用が重要と考えられる。研究職・技術職における女性比率改善には「積極的採用」

や「業績評価におけるライフイベント等の考慮」が必要な措置と考える回答者が多く見られ

た (図 58)。このような現場の声も考慮しつつ、育児休業の取得促進、職場での柔軟な働き

方の推進、など女性がリーダーシップを発揮できる環境の整備を着実に進めていく必要が

あると考えられる。また、これらの施策が効果的に機能するためには、一人一人が男女共同

参画に対する明確な意識を持ち、社会全体で互いにサポートし合う文化の醸成が重要とな

る。 
本調査の結果が、日本農芸化学会会員にとどまらず、誰もが安定した生活基盤を築き、就

業、キャリアアップ、育児や介護などが両立しやすい、より良い社会の構築に寄与すること

が期待される。 
 

「第五回大規模アンケート（科学技術系専門職の男女共同参画実態調査）日本農芸化学会会

員分の解析報告書」の著作権は日本農芸化学会に帰属します。なお、本報告書の作成にあた
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